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他の行政分野における行政計画の評価事例

以下では、スポーツ基本計画と同様に「省庁横断的」、「実施主体が多様」という特性を

有し、成果に係る評価指標・目標値を設定して評価を実施している行政計画（知的財産推

進計画、観光立国推進基本計画、環境基本計画、IT 新改革戦略）を参考例として取り上げ、

その評価の実施状況等について整理している。

1 知的財産推進計画 20121

(1) 概要

知的財産基本法第 23 条に基づき政府・知的財産戦略本部が決定する行動計画で、「知的

財産推進計画 2012」は、2012 年 5 月 29 日に策定された。

知的財産基本法第 23 条第 3 項、5 項、6 項において、「具体的な目標」「達成状況」など、

評価指標を用いた業績達成度評価の実施が想定されている。

「知的財産推進計画 2012」では、その策定の背景・目的に関して、「本部長である総理の

リーダーシップの下、グローバル・ネットワーク時代に日本が堂々と歩を進められるよう、

国際競争力強化に資するため」と説明されている。

＜知的財産基本法＞

第三章 知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画

第二十三条 知的財産戦略本部は、この章の定めるところにより、知的財産の創造、保

護及び活用に関する推進計画（以下「推進計画」という。）を作成しなけれ

ばならない。

２ 推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 知的財産の創造、保護及び活用のために政府が集中的かつ計画的に実施すべ

き施策に関する基本的な方針

二 知的財産の創造、保護及び活用に関し政府が集中的かつ計画的に講ずべき施

策

三 知的財産に関する教育の振興及び人材の確保等に関し政府が集中的かつ計画

的に講ずべき施策

四 前各号に定めるもののほか、知的財産の創造、保護及び活用に関する施策を

政府が集中的かつ計画的に推進するために必要な事項

３ 推進計画に定める施策については、原則として、当該施策の具体的な目標及び

その達成の時期を定めるものとする。

1 最新版は「知財推進計画 2013」だが、評価の参考事例とするため、調査実施時点で評価を実施済みの最

新版であった「知財推進計画 2012」を取上げた。

参考資料 2
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４ 知的財産戦略本部は、第一項の規定により推進計画を作成したときは、遅滞な

く、これをインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければなら

ない。

５ 知的財産戦略本部は、適時に、第三項の規定により定める目標の達成状況を調

査し、その結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表しなけれ

ばならない。

６ 知的財産戦略本部は、知的財産を取り巻く状況の変化を勘案し、並びに知的財

産の創造、保護及び活用に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、少なくと

も毎年度一回、推進計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを

変更しなければならない。

７ 第四項の規定は、推進計画の変更について準用する。

資料）官邸ウエブサイト（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki/hourei/021204kihon.html）

(2) 計画・施策体系・指標

「知的財産推進計画 2012」の構成は以下の通りである。

表 2-1 「知的財産推進計画 2012」の構成

Ⅰ 情勢変化と知的財産戦略の新たな挑戦

１．グローバル・ネットワーク時代の世界の潮流と日本

２．知的財産戦略本部のこれまでの取組

３．新時代に立ち向かう知的財産戦略の新たな挑戦

Ⅱ 国際競争力強化に資する２つの知的財産総合戦略

１．知財イノベーション総合戦略

２．日本を元気にするコンテンツ総合戦略

 Ⅲ 戦略実施の工程表（附表）

資料）知的財産戦略本部（2012 年）「知的財産推進計画 2012」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei
/chizaikeikaku2012.pdf）
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図 2-1 「知的財産推進計画 2012」の概要

資料）知的財産戦略本部（2012 年）「「知的財産推進計画 2012」の概要」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ti
teki2/kettei/chizaikeikaku2012_gaiyou.pdf）

上記のうち、「Ⅱ 国際競争力強化に資する２つの知的財産総合戦略」の項目で、目標指

標や施策について書かれており、「計画」としての実質的内容を備えている。

例えば、「Ⅱ－１．知財イノベーション総合戦略」の構成は以下のようになっている。

まず、「成果イメージ」として、2020 年段階での定量または定性の最終アウトカム目標が

記載されている。この最終アウトカムは、知的財産の枠組みにとらわれず、我が国経済社

会にもたらされる成果が記述されている。かなり高次の目標といえる。

次に、「目標指標」として、2020 年段階での中間アウトカム目標が記載されている。目標

指標は、知的財産に関連するアウトカム指標で、概ね、定量的な表現となっている。

「Ⅱ－１．知財イノベーション総合戦略」以下は 3 段階（１．レベル→①レベル→（イ）

レベル）に階層化されており、具体的な「施策」は最下層の（イ）レベルに設定されてい

る。

全体をまとめると、次のように整理できると考えられる。即ち、知的財産推進計画 2012

の評価体系は、上位のアウトカムと、下位の個別の取組（「施策」）の 2 段階で構成されて

いる。上位には、2020 年に実現されるべきアウトカムが、5 つの「成果イメージ」と 6 つ

の「目標指標」として挙げられている。他方、下位の個別の取組は、計 390 の「施策」に

ついて、担当省庁と概要が整理されている。上位のアウトカムと下位の「施策」の対応関

係は明確化されていない。（知的財産推進計画の構成では、上位のアウトカムと「施策」の

中間に、「施策」を束ねる分類項目が 2 段階設定されているが、それを「中間アウトカム」

として評価対象にしてはいない。）
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表 2-2 「知的財産推進計画 2012」の「成果イメージ」と「目標指標」

１．知財イノベーション総合戦略

【成果イメージ】（2020 年)
○知的財産の活用を促進し、世界に先駆けた新規事業を創出する。＊

○技術輸出額：約 2 兆円（2010 年度） → 約 3 兆円 ＊

○グローバルに活躍するニッチトップ事業を多数輩出する。＊

○中小企業による輸出額：約 10 兆円（2010 年） → 約 14 兆円 ＊

○研究開発・事業化戦略と連携した戦略的な国際標準化の推進や知的財産権の獲得・

活用を通じて、産業競争力を強化しつつ国際標準化特定戦略分野において世界市場

を獲得する。＊

（＊は「知的財産推進計画 2010」で設定したもの。以下、同様。）

【目標指標】（2020 年）

○国際特許出願において、我が国が国際調査を管轄する国を、アジア地域を中心とし

て拡大する。

○海外事業展開に対応してグローバルな特許を低コストかつ効率的に取得できる環境

を整備し、特許の海外出願比率を高める。＊

・日米欧韓中の五大特許庁間における共通の特許審査基盤を整備する。

・海外特許出願に対する特許審査ハイウェイ（PPH）利用可能率を高める。（約 70％

（2010 年）→約 87％（2011 年）→90％）

○中小・ベンチャー企業における特許制度利用者の裾野を拡げる。

（新たに特許出願をした中小・ベンチャー企業数（累計）：約 3 万社）

○中小・ベンチャー企業による海外出願件数を増やす。（約 0.8 万件（2011 年）→1.2 万

件以上）＊

○国際標準化戦略内のロードマップに示されたアクションプランを着実に履行し、各

特定戦略分野の産業競争力を強化する。

○国際標準化機関における幹事国引受け件数を増加させる。（74 件（2010 年）→90 件

（2012 年）→150 件）＊

① グローバル時代の知財システムを追求する。

（イ）国際的な知財システムの強化

   【施策例】…（略）※

（ロ）我が国の知財システムの競争力の向上

   【施策例】…（略）※

資料）知的財産戦略本部（2012 年）「「知的財産推進計画 2012」の概要」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ti
teki2/kettei/chizaikeikaku2012.pdf）
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また、「Ⅲ 戦略実施の工程表」では、各施策の工程表が比較的詳細に整理され、進捗管

理が可能な構成となっている。工程表では、各年度に実施すべき事項が明確化されている。

表 2-3 戦略実施の工程表（抜粋）

資料）知的財産戦略本部（2012 年）「「知的財産推進計画 2012」の概要」（http://www.kantei.go.jp/jp/sing
i/titeki2/kettei/chizaikeikaku2012.pdf）

知的財産推進計画 2012 では、上位レベルでは、2020 年をターゲットとする「成果イメー

ジ」（アウトカム、計 5）及び同じく 2020 年をターゲットとする「目標指標」（アウトカム、

計 6）が記載され、そのうち 6 つに定量的な評価指標と目標値が設定されている。下位レベ

ルの「施策」は、基本的に全てアウトプットの記載であり、その通りに実施できたかどう

かをチェックする仕組みとなっている。

(3) 評価手法

知的財産推進計画では、上位レベルのアウトカム目標の達成年度は 2020 年に設定されて

いる。知的財産推進計画 2010、2011、2012、2013 で中間評価は実施されていない。毎年度

実施される評価として、例えば知的財産推進計画 2012 では、「戦略実施の工程表」におい

て 2012 年度中に実施することとしていた具体的取組について、担当省庁の自己評価結果を

整理し、とりまとめて公表している（知的財産基本法第 23 条第 5 項に基づく）。即ち、毎

年度の評価は、基本的にアウトプットベースで実施されている。また、各種施策の実施状
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況の検証・評価を行い、その実効性を確保するために必要な措置を検討するため、検証・

評価・企画委員会を開催し、評価及び評価結果の企画への反映について検討がなされる体

制を整備している。

2 観光立国推進基本計画

(1) 概要

観光立国推進基本法第 10 条に基づき 2012 年 3 月 30 日に閣議決定された 5 年間（2012 年

度から 2016 年度）の計画である。

その策定目的については、政府が「観光立国の実現に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため」（同第 10 条）と規定されている。

観光立国推進基本法第 10 条第 2 項第 2 号では、観光立国の実現に関する目標を観光立国

推進基本計画で定めるべきことが規定されている。

＜観光立国推進基本法＞

第二章 観光立国推進基本計画

（観光立国推進基本計画の策定等）

第十条 政府は、観光立国の実現に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

観光立国の実現に関する基本的な計画（以下「観光立国推進基本計画」という。）

を定めなければならない。

２  観光立国推進基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 観光立国の実現に関する施策についての基本的な方針

二 観光立国の実現に関する目標

三 観光立国の実現に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

四 前三号に掲げるもののほか、観光立国の実現に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項

３ 国土交通大臣は、交通政策審議会の意見を聴いて、観光立国推進基本計画の案を

作成し、閣議の決定を求めなければならない。

４ 国土交通大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、観光

立国推進基本計画を国会に報告するとともに、公表しなければならない。

５ 前二項の規定は、観光立国推進基本計画の変更について準用する。

（観光立国推進基本計画と国の他の計画との関係）

第十一条 観光立国推進基本計画以外の国の計画は、観光立国の実現に関しては、観光

立国推進基本計画を基本とするものとする。

資料）法令データ提供システム（http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H18/H18HO117.html）
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図 2-2 観光立国推進基本法の概要

資料）観光庁「観光立国推進基本法の概要」（2010 年）http://www.mlit.go.jp/kankocho/kankorikkoku/k
ihonhou.html

(2) 計画・施策体系・指標

観光立国推進基本計画の「第３ 観光立国の実現に関し、政府が総合的かつ計画的に講

ずべき施策」は、上記に記載される目標を達成するために必要な施策について書かれてお

り、「計画」としての内容を備えている。

「第３ 観光立国の実現に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策」は

以下の構成となっている。

表 2-4 観光立国推進基本計画 「第３」部分の構成

第３ 観光立国の実現に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

２．観光庁が主導的な役割を果たすべき主な施策

２－１ 国内外から選好される魅力ある観光地域づくり（観光地域のブランド化・複数

地域間の広域連携等）

（１）観光地域のブランド化

（２）外客受入環境の充実

（３）大都市における観光の推進
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（４）複数地域間の広域連携

（５）新たな観光地域づくりのモデルとなる先進的取組

（６）観光産業の参画

（７）観光分野における人材の育成

（８）関係省庁をはじめとする関係者間の連携

２－２ オールジャパンによる訪日プロモーションの実施

（１）プロモーションの高度化

（２）観光産業の参画

（３）関係省庁をはじめとする関係者間の連携

２－３ 国際会議等のＭＩＣＥ分野の国際競争力強化

（１）ＭＩＣＥマーケティング戦略の高度化

（２）ＭＩＣＥ産業の競争力強化

（３）ＭＩＣＥに関する受入環境の整備

２－４ 休暇改革の推進

（１）休暇を取得しやすい職場環境の整備

（２）小・中学校の休業の多様化と柔軟化

（３）休暇取得の分散化

３．政府全体により講ずべき施策

３－１ 基本的考え方

３－２ 国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成

（一）国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成

（二）観光資源の活用による地域の特性を生かした魅力ある観光地域の形成

（三）観光旅行者の来訪の促進に必要な交通施設の総合的な整備

３－３ 観光産業の国際競争力の強化及び観光の振興に寄与する人材の育成

（一）観光産業の国際競争力の強化

（二）観光の振興に寄与する人材の育成

３－４ 国際観光の振興

（一）外国人観光旅客の来訪の促進

（二）国際相互交流の促進･

３－５ 観光旅行の促進のための環境の整備

（一）観光旅行の容易化及び円滑化

（二）観光旅行者に対する接遇の向上

（三）観光旅行者の利便の増進

（四）観光旅行の安全の確保

（五）新たな観光旅行の分野の開拓

（六）観光地域における環境及び良好な景観の保全
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（七）観光に関する統計の整備

資料閣議決定（2012 年 3 月 30 日）「観光立国推進基本計画」（https://www.mlit.go.jp/common/000208713.pdf）

図 2-3 新たな観光立国推進基本計画の特徴

資料）観光庁（2012 年）「新たな観光立国推進基本計画の特徴」（http://www.mlit.go.jp/common/000206989.p
df）

当初の観光立国推進基本計画（2007 年 6 月閣議決定）では、観光立国を進める上で代表

的かつ分かりやすい目標として、以下の 5 つの目標を掲げ、観光立国の実現に関する施策

を推進してきた。

表 2-5 当初の観光立国推進基本計画から設定されている目標

目標 概要

国内における旅行消費額

2010 年度までに 30 兆円

（2011 年：約 25.5 兆円）

団塊の世代で、「老後の生活設計」、「自分の健康」等の悩み

や不安を感じている人の割合が増加傾向にあり、消費意欲が

盛り上がりにくくなっていること等から当該世代の退職に

伴う余暇活動が想定ほど伸びなかった。このほか、年次有給

休暇取得率が 48.1％（2010 年）と微増にとどまったことや、

消費者物価指数も想定ほど上昇していないことも一因と考

えられる。また、訪日外国人による消費に関しても、2008

年のリーマンショックに端を発した世界的な景気低迷、2010
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年の尖閣諸島沖中国漁船衝突事故に伴う中国人訪日旅行者

数の減少や円高等による旅行受取額の減少等により、消費額

が伸びなかった。

訪日外国人旅行者

2010 年までに 1,000 万人

（2010 年実績：約 861 万

人、2011 年推計：約 622 万

人）

ビジット・ジャパン・キャンペーンを開始した 2003 年以降、

着実に訪日外国人旅行者数は増加し、2007 年には 835 万人

に達したが、2008 年のリーマンショックに端を発した世界

的な景気低迷、2009 年の新型インフルエンザ流行の影響等

により、2009 年に 679 万人へ落ち込んだ。その後、訪日外

国人旅行者数は急速な回復を見せ、2010 年は、尖閣諸島中

国漁船衝突事故に伴う中国人訪日旅行者数の減少等があっ

たものの、過去最高の 861 万人を記録した。しかしながら、

2010 年までに 1,000 万人との目標達成には至らなかった。

2011 年は、3 月の東日本大震災の影響等により 622 万人と

なり、再び大きく落ち込んだ。

国際会議の開催件数

2011 年までに 5 割以上増

（252 件）（2010 年実績：

309 件）

目標設定以降、着実に国際会議の開催数は拡大しており、

UIA の旧基準で 168 件（2005 年）から 309 件（2010 年）と

開催件数で５割増（252 件）という目標を達成した。また、

UIA の新基準での開催件数は 741 件（2010 年）となり、ア

ジアの首位も獲得したところである。増加の主な要因は、ア

ジア地域の堅調な経済成長に伴いアジア域内の学会の成長

等を通じて域内国際会議が増加していること、国内会議の国

際化の動きなどが挙げられる。特に、2010 年はAPEC、COP10

の関連会議が多数開催されるなどの特殊要因もあり、大きな

伸びとなった。

日本人の国内観光旅行に

よる 1 人当たりの宿泊数

2010 年度までに年間４泊

（2010 年実績：2.12 泊）

日本人の国内観光旅行による 1 人当たりの宿泊数は、世界的

な金融危機による景気低迷の影響や趣味・レジャーの多様化

による旅行の魅力の相対的な低下により、減少傾向にある。

団塊の世代の退職に伴う余暇活動が想定ほど伸びなかった

ことや、年次有給休暇取得率が微増にとどまったことも一因

と考えられる。

日本人の海外旅行者数

2010 年までに 2,000 万人

（2010 年実績：約 1,664

万人、 2011 年推計：約

1,699 万人）

出国日本人数は、世界的な金融危機が起きた 2008 年は 1,599

万人、新型インフルエンザ流行の影響があった 2009 年は

1,545 万人となっており、前基本計画を策定した 2007 年の

1,730 万人より減少した。しかしながら、2010 年は４年ぶ

りに回復して 1,664 万人、さらに 2011 年は 1,699 万人とな

った。これは世界的な金融危機以降の円高傾向で、旅行需要
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が支えられた側面もあると考えられる。

資料）閣議決定（2012 年 3 月 30 日）「観光立国推進基本計画」（https://www.mlit.go.jp/common/000208713.p
df）

上記の 5 つの目標に加えて、現行の観光立国推進基本計画では、「観光地域や旅行サービ

スの質の向上を図るため、基本的な目標に満足度の指標（訪日外国人旅行者の満足度及び

観光地域の旅行者満足度）を追加」した。また、「「参考指標」として、基本的な目標の達

成に資する重要な構成要素に係る指標（若年層に係る指標等）や基本的な目標の中に含ま

れる重要な視点に係る指標（雇用効果、地方の活性化に係る指標等）を掲げ、基本的な目

標の達成状況の確認に活用する」こととした。

これらの目標はいずれも、目標の期限を 2016 年に設定している。

ただし、計画全体に関わるこれら 7 つのアウトカム目標と計画中の施策との対応関係に

係る記述はない。

表 2-6 観光立国の実現に関する目標

資料）観光庁（2012 年）「新たな観光立国推進基本計画の特徴」（http://www.mlit.go.jp/common/00020698
9.pdf）

(3) 評価手法

目標の期限を 2016 年に設定しているが、上図表の「１．国内における旅行消費額」や「２．

訪日外国人旅行者数」のように、一部の「観光立国の実現に関する指標」について単年度

のモニタリングを実施している。
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3 環境基本計画

(1) 概要

環境基本計画は、環境基本法第 15 条に基づき、2012 年 4 月 27 日に閣議決定された計画

で、環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱等を定めるものである。

その策定目的については、政府が「環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るため」（同第 15 条）と規定されている。

現行の計画は「第四次環境基本計画」である。

＜環境基本法＞

第十五条 政府は、環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、環

境の保全に関する基本的な計画（以下「環境基本計画」という。）を定めなけ

ればならない。

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

 一 環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱

 二 前号に掲げるもののほか、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項

３ 環境大臣は、中央環境審議会の意見を聴いて、環境基本計画の案を作成し、閣

議の決定を求めなければならない。

４ 環境大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、環境基

本計画を公表しなければならない。

５ 前二項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。

資料）法令データ提供システム（http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H05/H05HO091.html）

(2) 計画・施策体系・指標

計画は下記の構成となっている。

このうち、「第２部 今後の環境政策の具体的な展開 」の項目で、目標を達成するために

必要な施策について書かれており、「計画」としての内容を備えている。

表 2-7 環境基本計画の構成

第１部 環境の状況と環境政策の展開の方向

第１章 環境の状況及び環境政策の課題と目指すべき持続可能な社会の姿

第１節 環境と社会経済の状況

第２節 今後の環境政策の課題と目指すべき持続可能な社会の姿

第２章 今後の環境政策の展開の方向
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第３章 環境政策の原則・手法

第２部 今後の環境政策の具体的な展開

第１章 重点分野ごとの環境政策の展開

第１節 経済・社会のグリーン化とグリーン・イノベーションの推進

第２節 国際情勢に的確に対応した戦略的取組の推進

第３節 持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり、基盤整備の推進

第４節 地球温暖化に関する取組

第５節 生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する取組

第６節 物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組

第７節 水環境保全に関する取組

第８節 大気環境保全に関する取組 .
第９節 包括的な化学物質対策の確立と推進のための取組

第２章 東日本大震災からの復旧・復興に際して環境の面から配慮すべき事項

第３章 放射性物質による環境汚染からの回復等

第４章 環境保全施策の体系

第１節 環境問題の各分野に係る施策

第２節 各種施策の基盤となる施策及び国際的取組に係る施策

第３部 計画の効果的実施

第１節 政府をはじめとする各主体による環境配慮と連携の強化

第２節 財政措置等 .
第３節 各種計画との連携 .
第４節 指標等による計画の進捗状況の点検

第５節 計画の弾力的対応と見直し

資料）閣議決定（2012 年 4 月 27 日）「環境基本計画」（http://www.env.go.jp/policy/kihon_keikaku/plan/plan_4/
attach/ca_app.pdf）

環境基本計画では、「今後の環境政策の具体的な展開」が、2 段階で整理されており、最

下位の項目に個別の取組（「施策」）が記載されている。最下位の項目では、取組状況と課

題を整理したうえで、「中長期的な目標」を整理し、対応する施策群の基本的な考え方、各

主体の役割、重点的取組事項が整理されている。「中長期的な目標」は必ずしも、具体的な

数値目標を掲げている訳ではない。最下位の項目（一定の施策群）ごとに、各主体（国、

地方公共団体、企業・消費者・投資家等、NPO、研究者等）の役割を記述し、連携してア

ウトカムを導出することが想定されている。計画全体に関わるアウトカム目標（環境の状

況、取組の状況等を総体的に表す指標（総合的環境指標））が設定されているが、それらの

アウトカム目標と計画内容の対応関係についての記述はない。
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環境基本計画では、その進捗状況についての全体的な傾向を明らかにし、環境基本計画

の実効性の確保に資するため、環境の状況、取組の状況等を総体的に表す指標（「総合的環

境指標」）を活用することとなっている。

「総合的環境指標」は機能別にいくつかの類型に分かれている。「ⅰ）事象面で分けた各

重点分野に掲げた個別指標を全体として指標群として用いるとともに、ⅱ）事象面で分け

た各重点分野を代表的に表す指標の組み合わせによる指標群を活用する。また、環境問題

の幅広い視点からの理解に資するものとして、ⅲ）環境の各分野を横断的に捉えた指標群

も併せて活用する。さらに、ⅳ）環境と社会経済の関係を端的に表した指標として、①環

境効率性を示す指標、②資源生産性を示す指標、③環境容量の占有量を示すエコロジカル・

フットプリントの考え方による指標を参考として補助的に用いる」ことが想定されている。

なお、④環境に対する満足度を示す指標については、「今後、具体化に向けた検討を行うこ

ととする」と計画中に記載されている。

なお、計画中には、指標の見直し・改善等について、「指標が本計画の目指す方向を的確

に反映し、かつ環境や社会経済等の状況に即した適切なものであるよう常に見直しを行い、

指標の継続性にも配慮しつつ、その発展のため、必要に応じ機動的に変更を行う。さらに、

持続可能な社会に係る指標の開発を行うため、複数分野を横断的に測り端的に環境の状況

を把握するための指標や、従来の GDP などの経済的指標では測ることができない発展的な

指標等について必要な検討とデータの整備を進める」と述べられている。
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図 2-4 環境基本計画の総合的環境指標のタイプ等

資料）環境庁（2012 年）「第四次環境基本計画における総合的環境指標について」（https://www.env.go.jp/co
uncil/02policy/y020-66/mat02.pdf）

表 2-8 環境基本計画における「環境と社会経済の関係を端的に表す指標」

資料）環境庁（2012 年）「第四次環境基本計画における総合的環境指標について」（https://www.env.go.jp/co
uncil/02policy/y020-66/mat02.pdf）
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(3) 評価手法

「環境基本計画の着実な実行を確保するため」、毎年、中央環境審議会は、「国民各界各

層の意見も聴きながら、環境基本計画に基づく施策の進捗状況などを点検し、必要に応じ、

その後の政策の方向につき政府に報告する」こととされている。中央環境審議会の点検は、

関係府省の自主的な点検結果を踏まえて実施されることとなっている。関係府省の点検が、

施策の環境改善効果に関する分析、評価を可能な限り含めて実施できるよう、政府として、

「適切な点検手法の開発を図る」ことが環境基本計画に書かれている。

中央環境審議会の点検結果については、毎年国会に対して行うものとされている年次報

告などに反映するとともに、環境保全経費の見積り方針の調整に反映することとされてい

る。

「国は、環境基本計画に基づく施策や取組の実施状況を把握し、評価し、自ら政策の企

画立案等に活用するほか、環境への取組を進める他の主体に対し環境白書をはじめ様々な

手段を通じて情報を適切に提供するため、そのための体制の整備を含め、環境情報の体系

的な収集、蓄積、利用を進める」ことが環境基本計画において述べられている。

4 IT 新改革戦略

(1) 概要

IT 新改革戦略は、高度情報通信ネットワーク社会形成基本法第 36 条に基づき、基本理念

及び施策の基本方針に沿って、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（以下、「IT 戦

略本部」とする）により作成された、政府によって迅速に講ぜられるべき施策を定めた重

点計画である。

IT 新改革戦略では、その策定の背景・目的に関して、「国内でのそうした姿（※注：「い

つでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるユビキタスなネットワーク社会を、セキュリ

ティ確保やプライバシー保護等に十分留意しつつ実現すること、並びに、それによって世

界最高のインフラ・潜在的な活用能力・技術環境を有する最先端 IT 国家であり続けること、

を指す）の実現をめざして、そして世界の IT 革命を先導するフロントランナーとして、ア

ジアを中心とする共存共栄の国際社会づくりに貢献していくため」と説明されている。

＜高度情報通信ネットワーク社会形成基本法＞

第四章 高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する重点計画

第三十六条 本部は、この章の定めるところにより、重点計画を作成しなければならな

い。

２ 重点計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

 一 高度情報通信ネットワーク社会の形成のために政府が迅速かつ重点的に
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実施すべき施策に関する基本的な方針

 二 世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成の促進に関し政府が迅

速かつ重点的に講ずべき施策

 三 教育及び学習の振興並びに人材の育成に関し政府が迅速かつ重点的に講

ずべき施策

 四 電子商取引等の促進に関し政府が迅速かつ重点的に講ずべき施策

 五 行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進に関し政

府が迅速かつ重点的に講ずべき施策

 六 高度情報通信ネットワークの安全性及び信頼性の確保に関し政府が迅速

かつ重点的に講ずべき施策

 七 前各号に定めるもののほか、高度情報通信ネットワーク社会の形成に関す

る施策を政府が迅速かつ重点的に推進するために必要な事項

３ 重点計画に定める施策については、原則として、当該施策の具体的な目標及びそ

の達成の期間を定めるものとする。

４ 本部は、第一項の規定により重点計画を作成したときは、遅滞なく、これをイン

ターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。

５ 本部は、適時に、第三項の規定により定める目標の達成状況を調査し、その結果

をインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。

６ 第四項の規定は、重点計画の変更について準用する。

資料）法令データ提供システム（http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H12/H12HO144.html）

(2) 計画・施策体系・指標

IT 新改革戦略は下記の構成となっている。

このうち、「Ⅱ 今後の IT 政策の重点」の項目で、目標を達成するために必要な施策につ

いて書かれており、「計画」としての内容を備えている。

表 2-9 IT 新改革戦略の構成

はじめに

Ⅰ 基本理念

１．目的

２．理念

３．めざすべき将来の社会

４．推進体制

（１）IT 戦略本部の役割

（２）評価体制のあり方
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（３）重点計画の位置付け

（４）他の会議等との連携

Ⅱ 今後の IT 政策の重点

１．IT の構造改革力の追求

（１）21 世紀に克服すべき社会的課題への対応

○ IT による医療の構造改革

○ IT を駆使した環境配慮型社会

（２）安全・安心な社会の実現

○ 世界に誇れる安全で安心な社会

○ 世界一安全な道路交通社会

（３）21 世紀型社会経済活動

○ 世界一便利で効率的な電子行政

○ IT 経営の確立による企業の競争力強化

○ 生涯を通じた豊かな生活

２．ＩＴ基盤の整備

（１）デジタル・ディバイドのない IT 社会の実現

○ ユニバーサルデザイン化された IT 社会

○ 「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるデジタル・ディバイドのな

いインフラの整備

（２）安心して IT を使える環境の整備

○ 世界一安心できる IT 社会

（３）人材育成・教育

○ 次世代を見据えた人的基盤づくり

○ 世界に通用する高度 IT 人材の育成

（４）研究開発

○ 次世代の IT 社会の基盤となる研究開発の推進

３．世界への発信

○ 国際競争社会における日本のプレゼンスの向上

○ 課題解決モデルの提供による国際貢献

資料）IT 戦略本部（2006 年）「IT 新改革戦略」http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/060119honbun.pdf

「Ⅱ 今後の IT 政策の重点」では、各「○」レベルの項目において、「現状と課題」、「目

標」、「実現に向けた方策」、「評価指標」が整理されている。

「目標」は、達成すべき目標年度を定めているもの・いないもの、定量指標を設定して

いるもの・定性的に記述しているもの、アウトカムレベルの記述になっているもの・アウ

トプットレベルの記述になっているもの等、設定方法は多様である。

「実現に向けた方策」では、実施すべき年度と施策内容が記述されている。
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「評価指標」は、すぐに測定可能と考えられるものがある一方で、当該指標の定義やデ

ータ入手方法の検討が必要と考えられるものも存在している。

以下は、「IT による医療の構造改革 －レセプト完全オンライン化、生涯を通じた自らの

健康管理－」項目の記載である。

表 2-10 「IT による医療の構造改革

－レセプト完全オンライン化、生涯を通じた自らの健康管理－」項目の記載

IT による医療の構造改革

－レセプト完全オンライン化、生涯を通じた自らの健康管理－

現状と課題

e-Japan 戦略Ⅱの策定以降、医療分野の情報化については先導的７分野の一つとして重

点的に取り組んできたところであるが、情報化の状況は未だ低いレベルに止まっている。

例えば、レセプトのほとんどは紙で処理されているため、医療保険事務の高コスト化

を招くとともに、予防医療等へのレセプトデータの活用が十分になされていない。また、

電子カルテについては、医療安全の確保や医療機関間の連携等に有効であるが、普及が

進んでいない状況にある。そのため、個人情報保護及びセキュリティに配慮しつつ、導

入コストの低減や奨励策の活用等により、情報化を積極的に進めていく必要がある。

今後更に国民医療費の急速な伸びが予想される中、疾病の予防、医療の質の向上と効

率化、医療費の適正化を図ることが緊急の課題となっている。こうした課題の解決に向

け、ＩＴの構造改革力を最大限に発揮することが必要不可欠となっている。

目標※

１．遅くとも 2011 年度当初までに、レセプトの完全オンライン化により医療保険事務の

コストを大幅に削減するとともに、レセプトのデータベース化とその疫学的活用に

より予防医療等を推進し、国民医療費を適正化する。

２．2010 年度までに個人の健康情報を「生涯を通じて」活用できる基盤を作り、国民が

自らの健康状態を把握し、健康の増進に努めることを支援する。

３．遠隔医療を推進し、高度な医療を含め地域における医療水準の格差を解消するとと

もに、地上デジタルテレビ放送等を活用し、救急時の効果的な患者指導・相談への

対応を実現する。

４．導入目的を明確化した上で、電子カルテ等の医療情報システムの普及を推進し、医

療の質の向上、医療安全の確保、医療機関間の連携等を飛躍的に促進する。

５．医療・健康・介護・福祉分野全般にわたり有機的かつ効果的に情報化を推進する。
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実現に向けた方策

（医科・歯科・調剤レセプトの完全オンライン化による事務経費の削減と予防医療への

活用）

１．医療機関・薬局と審査支払機関の間のレセプトの提出及び受領について、2006 年度

よりオンラインで行えるようにすることとし、遅くとも 2011 年度当初から原則とし

て全てのレセプトについてオンラインで提出及び受領しなければならないものとす

る（大病院・薬局、中病院、小病院・診療所といった区分により 2005 年度中に期限

を設定）。なお、医療機関・薬局及び審査支払機関が電子媒体又はオンラインで提供

及び受領するレセプトは、全項目が分析可能なデータ形式によることとする。

２．審査支払機関と保険者の間のレセプトの提出及び受領について、2006 年度より電子

媒体又はオンラインで行えるようにすることとし、遅くとも 2011 年度当初から原則

として全てのレセプトについてオンラインで提出及び受領しなければならないもの

とする。なお、審査支払機関及び保険者が電子媒体又はオンラインで提出及び受領

するレセプトは、全項目が分析可能なデータ形式によることとする。

３．レセプトのオンラインでの提出及び受領を促進するための奨励策（医療機関に対す

る診療報酬上の評価等）を 2006 年度までに導入し、紙又は電子媒体での提出及び受

領に対する抑制策（診療報酬の支払い期日の伸延等）を 2011 年度当初までに順次導

入する。また、医療機関等におけるオンライン化に伴うシステム導入・改変が適正

な価格で行われるよう今後販売される全てのレセプトコンピュータへの標準コード

の標準搭載化を順次進め、2010 年度までに完了する。

４．2008 年度当初までに、診療報酬体系を簡素かつ明確にし、コンピュータ処理及びレ

セプトデータの有効活用に適した電子的な診療報酬点数表を整備する。

５．レセプトデータの学術的（疫学的）利用のため、ナショナルデータベースの整備及

び制度的対応等を 2010 年度までに実施する。

（個人が生涯を通じて健康情報を活用できる基盤づくり）

１．～３．（略）

（医療におけるより効果的なコミュニケーションの実現）

１．～２．（略）

（医療情報化インフラの整備）

１．～７．（略）

（情報化推進体制の整備と情報化グランドデザインの策定）

１．（略）

評価指標

１．①レセプトのオンライン化率、②医療機関・審査支払機関・保険者での事務経費削

減額
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２．健診項目及び電子データ形式の標準化状況

３．地上デジタルテレビ放送等を活用した受診前医療サービスの実施箇所数

４．①統合系医療情報システムの普及率、②「（医療情報インフラの整備）１．」に示さ

れる指標

５．①医療・健康・介護・福祉分野全般にわたる統括的なＩＴ政策推進体制の整備状況、

②医療・健康・介護・福祉分野全般にわたる情報化グランドデザインの策定状況

※【参考】上記では定量的な目標が設定されていないため、他の項目において定量的な目標を設定してい

る例を以下に示す：

 「ＩＴを活用して産業廃棄物の移動におけるトレーサビリティを向上させ、不法投棄による環境汚染を

未然に防ぐ。このため、官民連携して、2010 年度までに、電子タグ等の活用も推進しつつ、大規模排出

事業者について交付されるマニフェスト（産業廃棄物管理票）の 80％（排出事業者全体については 50％）

を電子化できるようにする。」

資料）IT 戦略本部（2006 年）「IT 新改革戦略」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/060119honbun.pdf）

IT 新改革戦略評価専門調査会の 2008 年度報告書では、最下位の項目ごとに、ロジック・

モデルが提示され、評価体系が分かりやすく整理されている。
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図 2-5 IT 新改革戦略評価専門調査会 2008 年度報告書のロジック・モデル例

資料）IT 新改革戦略評価専門調査会（2009 年）「2008 年度報告書」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/ithyouka/houkoku/2008/honbun.pdf）
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(3) 評価手法

IT 新改革戦略については、「評価調査会」が組成され、2006～2008 年度にかけて毎年度、

報告書が作成された。同報告書では、有識者による評価方法の検討、評価結果が項目別に

まとめられている。また、評価結果を踏まえて、今後の改善策が詳細に検討されている。

評価手法・体制について、IT 新改革戦略には以下のように記述されている。

表 2-11 IT 新改革戦略における評価手法・体制に関連する記述

e-Japan 戦略Ⅱの策定に合わせて活動を開始した評価専門調査会は、成果目標を明確化

した上でＩＴ投資の成果について厳格な評価を行うことにより、IT のもたらす果実を、

広く国民に対し継続的にいきわたらせる機能を発揮した。また、評価専門調査会の検証

に基づいて、IT 戦略本部が新たな政策の遂行を行うという PDCA サイクルが定着したこ

とも、IT 戦略の取り組みの大きな成果である。

今後の５年間で IT による改革を完成させるためには、利用者の視点に立った具体的か

つ明確な目標設定と、PDCA サイクルを確実に回すことによる中長期的な観点からの継

続した取り組みが必要である。このためには、中立性と実効性を兼ね備え、かつ個別課

題に対し継続的に深く関わり続ける評価体制の確立が必要になる。

このため、選定された重点政策課題について、評価専門調査会の下に課題毎の分科会

を設置し、継続的な評価をより強力に推進するために必要となる適切な調査等が可能な

体制等の確保を行う。分科会による評価結果は評価専門調査会を通じて IT 戦略本部に報

告を行い、その報告に基づき、IT 戦略本部は当該課題にかかる施策等について担当大臣

等から意見を聞いた上で、必要に応じて関連施策の見直し等を指示する。

資料）IT 戦略本部（2006 年）「IT 新改革戦略」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/060119honbun.pdf）


